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あ ら ま し 　　インターネット上の多様な情報源へのアクセスが可能となった今，教育・学習に利用
できる情報（コンテンツ）を容易に検索することを支援する機能が求められている。本研究では，学
習分野野ごとに整理された学習関連のWebページに含まれる語の共起情報を用いて，利用者の検索語に
新たな検索語を追加する手法を提案する。理科教育の下位分野（天文・物理・化学等のサブカテゴリ
ー）毎に抽出した共起情報を用いて検索語を２～３語追加することにより，新聞記事を対象とした検
索実験において精度を高めることができた。この傾向は，検索結果の上位において顕著であり，効率
良く学習情報を検索するための支援方法として有望である。
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Abstract　　 Currently it is difficult to easily find usable educational contents from a lot of various information
resources on the Internet. In this article, we propose a new method to expand the user’s query, based on word co-
occurrences extracted from classified educational documents. In our recent experiment using newspaper articles, a
single-word query with several additional major co-occurrent words showed better result with higher precision, in
a case of 7 subcategories for high school science domain. This tendency seems prominent in lower recall part of
the results, and will contribute to efficient educational information retrieval.
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1. はじめにはじめにはじめにはじめに
　
インターネットの教育利用の活発化に伴い，膨

大な情報の中から適切な情報を取捨選択すること
は，生徒だけではなく教師にとっても重要な技法
となりつつある [1]。しかし，利用者個人の処理能
力には限界があるので，効率的な学習情報検索の
ための技術的な支援方法がより重要になると考え
られる。すなわち，曖昧になりがちな検索要求（検
索意図）の明確化をを助ける手段が必要である。
さらに，検索結果の一覧から有用と思われる情報
（文書）を迅速に発見する手段が必要である。こ
れらには，検索精度の向上が求められる１）。
検索要求の明確化のために，元の検索要求に情

報を付加するなどの方法は，検索要求の拡張（Query
Expansion）として研究されている。この手法は，
以下の２通りに大きく分類できる。
(1) 検索結果のフィードバック
検索結果に対する利用者の適合度判断を反映さ
せる方法や，上位の結果を無条件で用いる擬似
フィードバック手法が知られている。ただし，
利用者の負担や，判断に寄与する情報の信頼性，
検索式の重みづけ等の問題が指摘されている
[2]。

(2) 関連語情報の提示
利用者に対して参考となる関連語情報を，外部
の文書群やシソーラス・辞書等の知識ベースか
ら抽出して提示する手法が提案されている。例
えば，大量文書から抽出した共起情報を検索要
求の拡張手段の一つとして適用する情報検索シ
ステムの試作事例（[3]など）がある。大量の情
報提示が必要となるため，ユーザ・インタフェ
ースに主眼が置かれる傾向がある。

本研究では，利用者からのフィードバック情報は
重要と考えるが，それを経験的な知識として再利
用するために，上記の（2）のアプローチを採るこ
とにした。これまで，教育や学習情報に関しては，
この種の知識として蓄積された事例はほとんどな
い。小学校の学習指導要領を用いて検索語の追加
を支援するシステムが見られる程度である [4]。
また，本研究が対象とするようなインターネット
上の学習情報については，ほとんど検討されてい
ない。
そこで，本研究では，実際にインターネット上

で，学習利用可能と判断された文書集合を分析し，
検索要求の拡張に利用可能な知識としての共起語
情報を抽出する。そして，これを与えられた検索
語と関連する語の追加方法に適用して，検索効率
への効果を検討することにした。
なお，本研究で語の共起情報に注目する理由は，

ある用語から連想的に想起される共起語関係が，
その用語を中心とする特定の学習内容に深く関わ

ると考えられるからである。また，ベクトル空間
モデル等において，類似する単語ベクトルを持つ
類義語を検索語として加えた場合に，再現率は高
くなるが必ずしも検索精度の向上に寄与しない点
も考慮した。
このように，本研究では，検索精度を重視する

が，検索語を追加した上で次に述べる類似文書検
索を実行することにより，再現率を保つようにし
ている。
与えられた文書と内容的に類似した文書を，検

索対象の中から発見する類似文書検索（または連
想検索 [5]）手法は，検索要求を明示的に記述する
ことが困難な場合に役立つ技術である。この手法
では，検索要求となる文書および検索対象となる
文書群に含まれる語の分布の相関に着目し，類似
度の高い文書を順序づけて提示することが可能で
ある。種々の文書間類似度計算モデルがあるが，
本研究では文書クラスタリングにおいて精度が良
いとされる確率型モデル [5]を採用している2）。
一方，類似文書検索においては，検索要求とな

る断片文や一まとまりの文書から抽出される検索
語の集合が，検索意図を十分に反映していること
が求められる。しかし，検索要求に含まれる情報
自体が不足しているような場合は効率的とは言え
ない。そこで，利用者の学習情報を検索する意図
を補完するために用いるのが，前述した共起語情
報である。
本研究の目的を以下に示す。

(1) 学習可能な文書内における語の共起関係を分析
する。この結果を適用した共起語情報に基づく
検索語の追加手法を開発する。

(2) 検索語の追加による検索精度の向上を確認する
ために，新聞記事をテストデータとして，本手
法による検索性能の評価を行なう。評価結果よ
り本手法の効果を定量的に明らかにする。

(3) 提案する手法を組み込んだ検索システムの実
用上の問題点等を検討する。

これらの目的のために，中学校から高等学校レベ
ルの理科についてのWeb 学習情報を選択し，これ
らの学習情報源での語の共起情報を抽出して，具
体的な検索語の追加について検討した。

2. 共起語情報を用いた検索語の追加手法共起語情報を用いた検索語の追加手法共起語情報を用いた検索語の追加手法共起語情報を用いた検索語の追加手法

2.1 検索語の追加方法の概要検索語の追加方法の概要検索語の追加方法の概要検索語の追加方法の概要

ここでは，まず具体例として，後述する評価実験

1） このほか，検索結果の一覧において文書の選択を容易とする情
報提示方法の改善も重要であるが，本稿での議論の対象外とする。
2） 同モデルを用いた特許文書の類似検索実験では，国際特許コ
ードや通常のキーワード入力によるブーリアン型の検索と比較し
て，専門家の目で見原文書と類似性の高い文書が上位の（類似度の
高い）検索結果として得られ易い傾向が確認されている [6]。
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で対象とした「理科」の教科領域内での検索を想
定して，概要を説明する。例えば，天文関連の用
語である「火星」に関する学習情報を検索する場
合を仮定する。「火星」のみを検索語とした場合
は，検索意図が曖昧で，検索範囲によっては大量
の不適合文書が検索されてしまう。もし，これに
学習利用可能と判断された文書群内で「火星」と
高頻度で共起する語を追加したとすると,より検索
結果は絞り込まれたものとなる。しかし，通常の
キーワードのAND検索では絞り込みによる検索漏れ
が生じ，OR検索では発散した検索結果となり易い。
そこで，検索語を追加した上で，類似文書検索を
実行すれば，精度と再現率の両立を図ることが可
能と考えられる。
以上のような考察に基づき，学習分野毎に抽出

した共起語情報を追加する検索手法のアウトライ
ンを示したものが，図１である。まず，学習情報
源における語の共起情報を収集する。図１の中央
に示すように，あらかじめ定めた分野ごとに語の
共起情報を抽出する。この情報から分野ごとに出
現する任意の語に対する共起語リストが，後述す
る共起度順に取得できるようにする。これを検索
拡張に利用可能な知識とする。このように構成さ
れた知識を用いた検索手順を以下に示す。
(1) 検索要求の入力
検索要求としての検索語1語と，検索対象とする
分野を指定する。

(2) 学習分野の指定と共起情報の参照
入力された検索語と指定された分野における共
起語テーブルを参照し，検索語の追加を行なう。
追加語数については，後述する。

(3) 検索の実行
追加された検索語を含む，拡張検索要求に基づ
いた類似文書検索処理を実行する。

なお，図１の中で点線で示した部分は，将来的に，
提示された検索結果の中から利用者が有用と判断
した文書を，共起情報を抽出するための活用事例
データにフィードバックすることを想定してい
る。このように，循環的な性能向上を図る機構を
視野に入れたものである。また，利用者グループ
の間で，実際に学習利用向けと判断された文書を，
分野別の事例として蓄積することにより，検索に
関わる知識を共有するような枠組みとすることも
可能である。

2.2 学習情報源からの共起学習情報源からの共起学習情報源からの共起学習情報源からの共起語語語語情報の抽出情報の抽出情報の抽出情報の抽出

本研究では，インターネットでよく検索される
中学・高校で学習する理科の内容について検討を
行なった。中学校や高校で指導される理科の内容
は，表１の左欄に示すような７分野からなる。こ
れらの分野で利用可能なWeb学習素材を「理科」
に関係する教育・学習リンク集等を基に合計約
4,200ページを収集した。そして，収集したWeb学
習素材を，人手によって先の７分野に分類した。
各分野におけるページ数は表１の通りである。こ
れらのWebページのテキスト部分の名詞に着目し，
各分野毎の語の共起頻度を抽出した。抽出のため
の語の切り出しは，形態素解析ツールChasen 1.5
を用いた。また，共起頻度はページ内での同時出
現度数として集計した[7]。

2.3 共起共起共起共起語語語語情報を用いた検索情報を用いた検索情報を用いた検索情報を用いた検索語の追加語の追加語の追加語の追加

前項で述べたように，指定された学習分野での
共起語情報の参照により，検索語を追加する手順
について述べる。

(2)

(1)

(3)

活用事例データ

分野１

語の共起
情報の抽出

検索要求

の入力

学習分野毎
の共起語
テーブル

分野指定

学習分野を
１つ指定

階層的にクラスタリ
ングされた検索対象
の文書集合

類似文書を検索

検索結果 提示情報
付加情報

等の添付

分野２
・・・

分野 n
有用な検索
結果の選択

利用者
の判断

事例データ

への登録

共起情報の参照

⇅

図１　検索手法の概念図

検索語を追加
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表１　学習分野と収集したページ数

学習分野 ページ数 代表語（頻度順）
天文（UNI） 722 観測, 星, 月, 日, 天文
地学（EAR） 342 火山, 岩, 石, 地球, 堆積
物理（PHY） 338 実験, 光, 物理, 法則, 製作
化学（CHE） 456 反応, 水, 実験, 結合, 分
動物（ANI） 680 メダカ, 章, 宇宙, 実験
植物（PLA） 1,009 図鑑, 花, 皮, 樹木, 植物
気象（WEA） 667 気象, 雨, 気温, 用語
合 計 4,214

単純に共起頻度の高い語を順に選ぶ方法では，
元の語と共起する語双方の単独での出現頻度に対
する，相対的な共起性が反映されない。そこで，
ここでは次の表２に示すようにある語と別の語と
の共起が偶然で独立性が高いか，偶然でなく依存
性が高いかの比率の差分によって，共起度を定義
する。

共起を収集する文書集合を D {d1 , d2 , ･･･ ,
dN}，集合内の異なり語を{w1 , w2 ,･･･ , wM} とす
る。ここで，diは個々の文書を，wjは個々の異なり
語を指す。
共起度数 Cは，
　C（di , wj , wk ）= 1
　 if  wj と wk が同一文書に出現している

0
　　 if  wj と wk が同一文書に出現していない

ここで，前述した相対的な共起性による頻度分布
を考慮した共起度数 Cooc を求める。

表２のような２×２分割表と，その観測値が与
えられた際の尤度計算方法については，文献[8]で
述べられている。これを参考に，２語の共起を，
独立モデルと依存モデルの対数尤度の差分と考え
た場合の共起度 Coocを次のように定義する。

Cooc (wj , wk ) = LL ( n11 , n12 , n21 , n22 )
= (n11 + n12 ) log (n11 + n12 )
+ (n11 + n21 ) log (n11 + n21 )
+ (n21 + n22 ) log (n21 + n22 )
+ (n12 + n22 ) log (n12 + n22 )
– N log N
– ( n11 log n11  + n12 log n12  +

 n21 log n21  + n22 log n22)

ただし，N = n11 + n12 + n21 + n22

ここで，マイナスの共起を取り除くため，次

の条件をつける。
　　   n11               n12

n11 + n21        n12 + n22

表２　共起語同士の出現頻度

wk 　　　¬wk
wj wj　，wkが出現する
文書の数 n11

wj　が出現し，wkが
出現しない文書の
数 n12

¬wj wj　が出現せず，wk が
出現する文書の数 n21

wj　，wkともに出現
しない文書の数 n22

この条件を満たすものだけを，（プラスの）共
起語と認定する。
以上のように定義した対数尤度に従って，ある

語に対する共起語は順序づけられる。これを共起
度と呼ぶことにする。この共起度の順序に追加す
る検索語を選ぶことができる。表３に，各分野の
代表的な語について，共起度順に追加すべき検索
語の候補例を示す。

表３　共起度に基づく検索語の追加例

学習分野 入力検索語 追加する検索語例
UNI 光年 ＋距離, 銀河系, 恒星, 銀河
EAR 大陸 ＋岩, 地殻, 地球, 体
PHY エネルギー ＋光, 実験, 運動, 法則
CHE 炭素 ＋結合, 電子, 反応, 分子
ANI 卵 ＋細胞, 生物, 発生, 実験
PLA 樹木 ＋図鑑, 皮, 発生, 花
WEA 気温 ＋西, 平年, 気象, 予報

3. 評価実験評価実験評価実験評価実験

3.1 評価方法評価方法評価方法評価方法

提案手法を評価するため，次のような検索実験
を行なった。本実験では検索語1語の性能に対し
て，検索語の追加語数による検索精度・再現率等
の性能を調べた。本評価で対象としたのは新聞記
事１年分である。今回の実験で新聞記事を用いた
理由は次の通りである。
・ 検索実験に必要な比較的多数の文書集合として
利用可能であり，均質性が高い。

・ 新聞記事に教育向け素材を含んだものも多く，
教育目的で利用される場合も多い。。

・ 検索語は含んでいても教育利用には適さないも
の，語の多義性により検索目的と合致しないも
の等を包含する文書集合であり，検索精度等の
評価を実行する対象としてふさわしい。

評価実験では，研究用に供与されているA新聞電子
化記事のうち1998年分より約2万件を使用した。こ
れらの記事から学習利用可能な情報を含む記事を
人手で判断し，正解集合として用意した。実験に
用いた検索要求としての検索語は，各学習分野毎

>
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に出現頻度が比較的高い語群から任意に選んだ。
すなわち，表４に示す７分野の各３語である。
検索実験においては，前述の方法で検索語の追

加を行なった。追加する共起語を選択する情報源
となるWeb文書は，表１に示す，総計約4,200ペー
ジである。たとえば，検索語「光年」に対しては，
「距離」，「銀河系」，「恒星」，… の順に追加
した。また，比較のために学習分野を限定せずに
全分野から共起語を選択して検索語を追加した場
合も同様に評価した。たとえば，検索語「火星」
に対しては，分野「天文(UNI)の共起情報を指定し
た場合と，分野共通の全体共起情報を使用した場
合との２種類の実験結果が導かれる。検索結果に

ついては，累積の再現率に対する平均精度を計算
する，TREC_EVAL [9]を利用して，傾向を分析した。

3.2 実験結果実験結果実験結果実験結果

21個の検索語について行なった実験結果を集計
し，再現率と検索精度の関係としてグラフ化した
結果を図２と図３に示す。図２は，学習分野を限
定して共起語を選択した場合である。また．図３
は学習分野を限定せずに共起語を選択した場合の
結果である。これらのグラフで「検索語のみ」は，
与えられた検索語のみで検索したものである。「共
起語＋１」「共起語＋２」… は，それぞれ検索語

学習分野別の共起語情報を用いた検索結果
（Recall-Precision Graph）
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図２ 学習分野を限定して共起語情報を用いた場合の検索結果

全学習分野の共起語情報を用いた検索結果
（Recall-Precision Graph）
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図３ 学習分野（理科）全体の共起語情報を用いた場合の検索結果
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表４　実験に用いた検索語の一覧
     （括弧内は正解記事数）

学習分野 検索語
UNI 彗星(9)，火星(44)，光年(51)
EAR 化石(162)，プレート(35)，カルデラ(14)
PHY エネルギー(429)，振動(38)，レーザー(41)
CHE 炭素(23)，硫酸(5)，有機化学(6)
ANI 産卵(168)，交尾(16)，コウモリ(27)
PLA 子葉(4)，胞子(12)，広葉樹(53)
WEA 高気圧(44)，梅雨(244)，雷(32)

と共起度の高い語を１個，２個，…と追加した場合
の結果である。また，「共起語＋ALL」は，共起度
の尤度値が一定値（信頼性の観点から10に設定）以
上の語をすべて追加して検索した結果を示す。図２
では，再現率が低い条件，すなわち検索結果の上位
として示される部分において，共起語を追加した場
合の検索精度の向上が顕著であることが分かる。ま
た図３でも同様の傾向が見られる。しかし，学習分
野を限定して共起語を選択した場合の図２ほど顕著
な精度向上は見られない。以上の実験値に対して，
追加共起語数の違いをパラメタとする，各系列間で
の分散分析による検定を行ない，次のような観察結
果が得られた。

(1) 共起語の追加に対する検索精度の変化
学習分野限定および全学習分野のどちらの共起

情報を参照した場合も，共起語を２～３語追加した
際に最も検索精度が向上し，さらに追加して行くと
精度は低下する。
・分野別に限定した共起語情報を参照した場合で
は，「検索語のみ」と「共起語＋１」「共起語＋２」
「共起語＋３」「共起語＋４」の間で各々有意差が
確認された（p <.01）。また，「共起語＋１」～「共
起語＋３」は「検索語＋ALL」と比較して有意に精
度が高かった（p <.01）が，それらの間では有意差
は確認できなかった。
・分野全体の共起語情報では，「共起語＋１」が「検
索語のみ」「共起語＋４」「共起語＋ALL」と比較
して有意に精度が高かった（p <.01）。

(2) 参照する共起情報の取得範囲による比較
学習分野別の共起情報を用いた方が，全学習分野
から抽出した共起情報を参照する場合よりも，高
い検索精度が得られる。
・両者の「共起語＋２」および「共起語＋３」の
系列間で，有意差が見られた（p <.01）。
・この傾向は，検索対象文書数が多い場合に一層
顕著であった。

(3) 対象文書数の大小による結果の比較
上記の(2)に関して，単純に検索語が含まれる対
象文書数の大小（400記事以上／以下）による２
分比較を行なった。この結果，対象文書数が大き

い検索語については，学習分野別の共起情報を用
いた場合は，精度の向上効果が顕著である。これ
に対し，全分野の共起情報を用いた場合は，精度
はそれほどは向上しない。
一方，これと反対に，対象文書数が小さい検

索語については，精度の向上は比較的緩やかであ
る。これを図４に示す。すなわち，検索語のみの
条件から，共起語を１語追加した場合の精度の向
上率は，対象文書数が大で分野別の共起語情報を
用いた場合は，２倍程度に達している（図４上の
右側のグラフを参照）。なお，共起語の追加によ
る精度の向上は，再現率の低い部分（検索結果の
上位）で顕著なことから，再現率＝0.5までの平
均精度で比較を行なった。

図４ 対象文書数の大小による比較

注）対象文書数の大小は400文書以上／以下
    上図は分野限定の共起語情報を使用
    下図は分野共通の全体共起語情報を使用
    再現率＝0.5までの平均精度で比較

(4) 典型文書の検索結果
新聞記事と比較するために，各検索語について典
型的な学習向け文書を作成して，検索を行なっ
た。典型文書の作成には，学習参考書・事典等の
資料を用いた。21の検索語について各3文書づつ
を用意し，新聞記事集合に追加したものを検索対
象の文書集合として実験した。この結果，計63文
書について，分野別の共起語情報および分野共通
の全体共起語情報を参照した場合のいずれも，共
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起語＋２の場合が平均して最も高い検索順位を示
した。新聞記事の場合と対照するため，検索結果
の上位20位以内の再現率として集計したものが，
次の表５である。すなわち，正解文書のうちで上
位20位以内の検索順位となった文書の割合を示し
ている。上位20位以内というのは，サーチエンジ
ン等で，検索結果の一覧の最初のページとして表
示される件数にほぼ相当する。表５を見ると，サ
ンプル数が少ないことを考慮に入れても，典型的
な学習向け文書の場合は，検索結果の上位に比較
的よく現れ易いことが分かる。このことも，本研
究の手法の利用可能性を示唆している。

表５　検索結果上位 20位内の再現率

新聞記事集合 典型文書

検索語
のみ

0.08
0.09

0.18
0.15

共起語
＋１

0.13
0.11

0.55
0.40

共起語
＋２

0.14
0.10

0.63
0.48

共起語
＋４

0.12
0.08

0.60
0.45

共起語
＋ALL

0.08
0.07

0.47
0.47

注)上段は分野別の共起語情報を使用した場合，下
段は分野共通の全体共起語情報を使用した場合の平
均の再現率を表す.

(5) その他の観察事項
類似文書検索の結果は，結果検索対象の文書のテ
キスト長によって影響される。本実験で検索対象
としている新聞記事を，そのサイズにより長文お
よび短文の記事集合として２分して実験を行なっ
た場合の結果は，短文記事集合の方が長文記事集
合よりも，平均して１割程度高い検索精度となっ
た。この問題に関しては，Singhalらによる補正
方法が提案されている [10]。
また，今回の評価実験では，共起語情報を抽

出する範囲を同一文書内としたことにより，内容
とは関係なく出現する，ノイズ語が共起度の高い
語となる場合が一部見られた。従って，共起語情
報を抽出する範囲を，ページ内よりも局所的に限
定した，ある程度近接した範囲内から抽出する方
法が有効と考えられる。

4. 考察考察考察考察
4.1 実験結果に関する検討実験結果に関する検討実験結果に関する検討実験結果に関する検討

２～３語共起語を追加することにより，検索精
度が向上することは，直観と矛盾せず，期待した効
果を示すものである。さらに共起語を追加して行く
と平均の検索精度が低下するのは，次のような理由

によるものと考えられる。すなわち，共起語テーブ
ルで与えられる情報は，元の検索語に対する共起度
の順位であり，それらの共起語群が実際に同一文書
内に現れる確率は，語数が多くなるほど少なくなる
と考えられるからである。そこで，実際の正解集合
全体に対して最も類似度が高くなる極大点が，２～
３語共起語を追加した場合ということになる。さら
に，再現率の中間値0.5の前後で比較した場合，前
半（検索結果上位）における検索精度の向上が，後
半（検索結果下位）よりも顕著であることは，本手
法が，１章で述べたように検索精度を重視する検索
において優れた効果を示すものである。
また，この実験で対象とした「理科」の学習領

域内でも，下位分野毎に抽出した共起語情報が，分
野全体の共起語情報よりも，多くの場合に高い検索
精度を導いたことから，固有の学習分野毎に共起語
情報を抽出して利用することの有効性が示されたと
言える。さらに，本手法による共起語追加が検索精
度の向上に特に寄与するのは，検索対象の文書数が
大きい場合であることが明らかとなった。このこと
は，キーワードのAND条件検索による，絞り込み
検索で精度が向上する場合と相似した効果と考えら
れる。

4.2 他の手段との比較他の手段との比較他の手段との比較他の手段との比較

類似文書検索を用いずに，単純なAND検索やOR
検索を行なった検索結果を表６に示す。この比較実
験では，追加する共起語を今回の実験と同等とし
て，汎用の全文検索システムNamazu [11]を用い
た。検索実験実験対象の文書集合は，３章で用いた
新聞記事である。また，AND検索・OR検索につい
ては，各検索語について得られる再現率および精度
の値の組のマクロ平均をとったものである。表内の
Rは再現率を示す。なお，本手法の値は再現率R＝0.5
までの平均精度を比較として記した。

表６　AND・ OR検索との比較

本手法 AND 検索 OR 検索

検索語
のみ

0.39
0.40

0.28
0.28

0.28
0.28

共起語
＋１

0.61
0.50

0.57 (R=0.19)
0.49 (R=0.24)

0.37 (R=0.16)
0.32 (R=0.17)

共起語
＋２

0.61
0.47

0.66 (R=0.08)
0.63 (R=0.13)

0.39 (R=0.25)
0.34 (R=0.31)

共起語
＋３

0.59
0.48 －

0.32 (R=0.27)
0.35 (R=0.39)

共起語
＋４

0.56
0.44 －

0.38 (R=0.31)
0.35 (R=0.45)

注)上段は分野別の共起語情報を使用した場合，下段
は分野共通の全体共起語情報を使用した場合の平均の
精度を表す.本手法の値は再現率R＝0.5までの平均精
度.
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これを見ると，AND検索では，共起語を追加した
場合に，絞り込み効果により検索精度が向上する
が，同時に再現率が低下することが分かる。一方，
OR検索の場合は，再現率は保たれる傾向にあるが，
共起語を追加した場合も検索精度はあまり変化しな
い。従って，総合的に見た場合，共起語情報を用い
る場合に，類似文書検索を適用した方が，精度と再
現率を両立させる意味で効果がある。
なお，これに加えて，元の検索語に追加する語

を他の方法で選んだ場合との比較実験を予定してい
る。

5. まとめまとめまとめまとめ

学習情報を効率良く検索するため，学習分野の
共起語情報を用いた検索手法について，その有効性
を確認するための実験結果を中心に報告した。実験
では，中学校～高校レベルの理科の学習領域内で，
７つの下位分野毎の学習利用可能な文書群から抽出
した共起情報を用いて，元の検索語に検索語の追加
を行なった。以下に結論をまとめる。
(1) 分野別に収集した学習利用可能な文書集合か
ら，出現分布を考慮した共起語情報を抽出した。
これを基に，検索語に対して，指定された分野
内の共起度の強い語を順に追加して，類似文書
検索を実行する機能を実装した。

(2) 新聞記事を対象とした検索実験の結果，共起語
を２～３語追加した場合に，最も検索精度が向
上することが確認できた。また，学習分野（７
つの下位分野）別の共起情報を用いる方が，全
学習分野（理科全体）から得られた共起情報を
用いる場合と比較して，より精度が向上するこ
とが分かった。さらに，AND・OR検索との比較
では，検索精度と再現率の双方を追求する上で，
利点があることが確認された。

(3) 典型文書を用いた検索実験結果等を合わせて考
察すると，本研究で提案した共起語情報の追加
を行なう検索手法は，学習利用可能な文書を効
率良く検索するための支援方法として，貢献で
きるものと考えられる。

また，本手法の利用面を考えると，検索精度を
向上させる可能性の高い検索語を含む追加語候補を
提示して，利用者に選択してもらうような，検索イ
ンタフェースを用いたインタラクティブな検索を指
向することも可能である。
さらに，学習情報の検索に適した質の高い共起

語抽出方法や，体系的な知識源との統合利用等に関
しては，今後の検討課題である。
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